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論 文 内 容 の 要 旨 
 主流派の新古典派の土俵の上でもケインズの過少雇用経済が成立しうることの論証が１章で試みられる。そ
して、経済政策の有効性が２章、３章で検討され、通説と比較対比される。 
 １章では新古典派の強調するモデルの枠組みでケインズ体系が構築される。すなわち、家計の効用最大化行
動、企業の利潤最大化行動というミクロでの行動と集計されたマクロでの均衡が検討される。最近の新古典派
は長期にわたる最適化を強調するためにそれらの分析も長期にわたる最適化として分析され、合理的期待に基
づく均衡が分析される。新古典派は完全競争、セイ法則、well-behavedな生産関数を想定することによって完
全雇用が毎期成立する経済が定常状態に収束することを証明してきた。それに対し、吟谷では同じく長期にわ
たる最適化モデルだとしても、基本的にはセイ法則を否定し将来の需要が予想されるが故に今期の失業が生じ
る、あるいは失業が持続することが示される。 
 ２章では雇用助成金制度の導入が雇用を増加させるか否かが検討される。財源としては消費税を念頭に置く。
そして、以下の諸命題が導出される。毎期均衡予算が成立する場合で、０期のみ雇用助成金制度が導入される
ならば、消費税率の引き上げは、０期の消費を減少させ、１期の雇用は減少するが、０期の雇用は変化しない。
０期に雇用助成制度が導入され、１期以降に財源として消費税が導入され政府の予算制約が通時的に均衡して
いる場合を考える。この場合には０期の消費、雇用は増加し、１期の雇用もまた増加する。さらに、消費税が
単に家計に所得移転される場合とが比較検討される。 
 ３章では技術ショックが有効需要不足を生じさせ失業をもたらす可能性が指摘される。まず、設備の有休に
よって価格が低下するならば実質残高効果によって失業は生じない。しかし、調整費用のため生産物価格が低
下しないならば失業が生じる。そして、この場合に、貨幣供給量、あるいは貨幣供給増加率を上昇させるなら
予想インフレ効果によって実質利子率が低下するため雇用は増加する（新古典派では価格に影響するが実物変
数への影響は生じないことと対比的である）。 
 なお、補論では企業の価格設定行動に関して、Bertrand Pardox、Diamond Paradoxに対して価格分散均
衡が検討される。そして、レプリケーターダイナミクスを応用することによって、競争する企業が独占的均衡
での価格をつける均衡の安定性が示される。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の要 旨 
 本論文は以下の各章から構成されている。 
 １章では家計の効用最大化行動、企業の利潤最大化行動が長期にわたる最適化として分析され、合理的期待
（完全予見）に基づく均衡が分析される。新古典派は完全競争、セイ法則、well-behavedな生産関数を想定す
ることによって完全雇用が毎期成立する経済が定常状態に収束することを証明してきた。それに対し、吟谷で
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は同じく長期にわたる最適化モデルだとしても、基本的にはセイ法則を否定し将来の需要が予想されるが故に
今期の失業が生じること、あるいは失業が持続することが示される。 
 ２章では１章で展開された過少雇用モデルをもとに雇用助成金制度の導入が雇用を増加させるか否かが検討
される。０期のみ雇用助成金制度が導入され、かつ、その財源が０期の消費税によって調達されるとする。そ
のとき、消費税率の引き上げは、０期の消費を減少させるが、０期の投資が増加するため、０期の雇用は変化
しない。 
０期に雇用助成金制度が導入され、その財源として１期以降に消費税が導入され、政府の予算制約が通時的に
均衡している場合を考える。この場合には、消費税率の引き上げにより、０期の消費は増加し、０期の投資が
減ったとしても０期の雇用が増加する。 
 ３章では資本節約的な技術進歩が有効需要不足を生じさせ失業をもたらす可能性が指摘される。１期以降完
全雇用が成立すると予想されている。-1期では技術ショックは起こらないとして投資計画を立てていたが、０
期首で１期の資本係数が低下することを知るとする。そのとき、１期以降に必要な資本量が減少するため、０
期の投資が減少するが故に、０期で有効需要不足による資本と労働の失業が生じうる。そして、この場合に、
貨幣供給増加率を上昇させるなら予想インフレ効果によって実質利子率が低下するため雇用は増加する。 
 ４章でこの論文の議論がまとめられる。 
 補論では企業の価格設定行動に関して価格分散均衡が示され、さらにレプリケーターダイナミクスを応用す
ることによって、均衡の安定性が検討される。 
 通常は新古典派流のマクロ経済学が前提に議論されている。それに対して、ケインズ流の有効需要不足によ
る失業は新古典が強調する分析ツールにおいても成立することを主張しており独自な研究である。また、その
ときの財政政策、金融政策の効果の分析から、新古典派の主張する命題と異なる諸命題を論証しており興味深
い。 
 以上の理由により、上記論文は課程博士の学位に値する優れた業績であると判断する。 
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